様式１－１
	
　　年　　月　　日

国土交通省住宅局長 殿



令和４度　住宅・建築生産性向上促進事業
（うち、住宅生産技術イノベーション促進事業）
提案申請書











以下の内容により、住宅・建築生産性向上促進事業の提案を申請します。






	応募提案名：
	









（代表提案者）
	提案団体名：
	

	代　表　者：
	







様式１－２
【基本情報】
	①応募提案名
	

	②事業期間
	　　　年度　～　　　年度（西暦）　　※最長３年間とする。

	③事業費
	
	事業費※１
	補助対象額
	補助申請額・確定額※２

	
	全体
	千円
	千円
	千円

	
	1年目
	千円
	千円
	千円

	
	2年目
	千円
	千円
	千円

	
	3年目
	千円
	千円
	千円

	④国からの他の補助金の利用の有無※３
	□なし　□あり（以下について記入）

	
	事業名
	

	
	□交付決定済み　□申請中又は申請予定

	⑤構成員

代表提案者※４
に下線

	構成員名	Comment by ㅤ: 構成員名には団体名を、代表氏名には団体の代表者名（代表取締役　～　等）を、所属・役職には代表の所属・役職をご記入ください。
	代表氏名
	所属・役職

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	⑥事務連絡先代表提案者に所属する者とすること

	氏名
	

	
	所属
	

	
	役職
	

	
	住所
	〒   -


	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	⑦経理連絡先
⑥と同じ場合
は記入不要代表提案者に所属する者とすること

	氏名
	

	
	所属
	

	
	役職
	

	
	住所
	〒   -


	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※１：事業費は、補助対象経費に限らず、本提案内容に係る新技術・サービスの開発・実証等に要する費用の総額とし、共同技術開発契約において定める負担割合の対象とする経費の額とすること。 
※２：補助対象額の２分の１以内かつ1事業当たり5,000万円を上限とする。過年度にすでに事業を実施している場合は、交付された補助額を記入すること。
※３：③事業費の「全体」について、国からの他の補助金の利用の有無について記載すること。事実と異なることが判明した場合は、採択・交付決定を取り消すことがある。
※４：代表提案者は採択後、交付申請手続きを代表して行う者とすること。

様式２－１
【事業の概要】
	①応募提案名
	

	②該当する新技術・サービスの開発・実証等のテーマ
	□住宅・建築物の設計業務に関する技術開発等
□住宅・建築物の施工業務に関する技術開発等
□住宅・建築物の維持管理業務に関する技術開発等
□その他の住宅・建築分野における生産性向上に資する技術開発等

	③新技術・サービスの開発・実証等の概要
	

	④当該新技術・サービスの開発・実証等の必要性

※生産性向上の観点から必要性を記載すること
	

	⑤当該新技術・サービスの開発・実証等の先導性

※既存の類似の技術・サービスの有無と、有りの場合はその概要を記載のうえ、それとの比較における当該技術・サービスの特長を記載すること。

※類似・同種の技術・サービスがあるにもかかわらず、記載されていない場合には、評価しない場合があるので留意すること。
	


※表の大きさは必要に応じて調整すること。
※記載内容について詳細な説明資料がある場合には添付して構わない。添付資料がある場合には、その旨記載すること。


様式２－２
【研究開発課題評価（事前評価）】　※新規提案の場合のみご提出ください。	Comment by ㅤ: 文量は例で示している程度としてください。
	研究開発の概要	Comment by なし: ■研究開発の概要■
研究開発の概要を記載
	例：本研究開発では、●●において、●●な●●の開発と、それを用いた●●を確立する。具体的には、●●の実態と●●の解明及び●●に基づく●●を実施し、実用化に際して必要となる●●を取得する。
【研究期間：令和○○～○○年度　　　研究費総額：約○○○百万円】（評価時点）

	研究開発の	Comment by ㅤ: ■研究開発の目的・目標■
研究開発の目的・目標を【アウトプット】指標、【アウトカム】指標に分けて記載
目的・目標
（アウトプット指標、アウトカム指標）
	【アウトプット】
例：映像を●●Gfps以上のリアルタイムで作業者に提示する技術の開発
　例：準備から図の復元までの時間を●分とする自動復元技術の開発
【アウトカム】
　例：作業者人数・作業時間の●％の削減、及び人材教育コストの半減
　例：施工の●割の合理化、発注者が行う検査の●分の合理化

	必要性、効率性、有効性等の観点からの評価	Comment by なし: ■必要性、効率性、有効性等の観点からの評価■
【必要性】
科学的・技術的意義（独創性、革新性、先導性等）、社会的・経済的意義（実用性等）、目的の妥当性等の観点からの自己評価を記載
【効率性】
計画・実施体制の妥当性等（必要に応じ、費用構造や費用対効果の妥当性、研究開発の手段やアプローチの妥当性を含む。）の観点からの自己評価を記載
【有効性】
目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の養成等（必要に応じ、波及効果を含む。）の観点からの自己評価を記載

	【必要性】
　例：●●に多い変状として、●●がある。この要因として、●●が指摘されている。●●の低減のためには、●●することが肝要であり、●●に優れた●●の開発が必要不可欠であると考えられる。
【効率性】
例：研究代表者及び共同研究者は、●●について多くの実績を有すると共に、●●の経験も豊富である。また使用するデータの提供についても●●から了承を得ている。このことから、効率的な研究を実施できる体制を有していると考えられる。
【有効性】
　例：●●が行えることで、●●の短縮、あるいは適切な●●が可能となり、●●につながる。また、●●が可能となり、●●が働くことで、●●な社会資本の整備につながる。さらに、●●での●●が可能になると考えられる。




様式３－１
【実施体制】
（１）各構成員の概要（法人等の組織の場合）
	構成員名
	所在地
	資本金
	従業員数

	
	
	円
	人

	
	
	円
	人

	
	
	円
	人

	
	
	円
	人

	
	
	円
	人


※行数は必要に応じて調整すること。


（２）各構成員の役割
	構成員名
	技術開発における役割
	実用化・市場化における役割

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※行数は必要に応じて調整すること。


（３）各構成員の技術開発に関する実績について
	構成員名
	過去の実績の概要

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


※行数は必要に応じて調整すること。

（４）各構成員の実用化・市場化に関する実績について
	構成員名
	過去の実績の概要

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


※行数は必要に応じて調整すること。

（５）事業の実施資金の調達方法
新技術・サービスの開発に必要な費用のうち、構成員ごとの自己負担額（全体額から補助申請額を控除した額）を記載
	構成員名
	負担額

	
	円

	
	円

	
	円

	
	円

	
	円

	合計
	円


※行数は必要に応じて調整すること。

（６）経理事務に関する管理体制・資格及び処理能力について
	経理担当者　※責任者に下線
	所属
	役割
	保有資格

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※行数は必要に応じて調整すること。

本事業に係る経理処理をその他の経理と明確に区分して行うことの可否　　　　可　・　不可
（いずれかに○を記入してください）

1

12

様式３－２
【実用化に向けたロードマップ①】
	開発工程・実証工程
	実施期間
（西暦）
	実施方法
	委託の有無
有る場合は
○を記載
	補助対象額（千円）
	主たる開発責任者

	大項目※１
	中項目※２
	
	
	
	1年度目
	2年度目
	3年度目
	計
	所属
	担当者名

	（１）
	①
	年度
～
年度
	様式３－４①
のとおり
	
	
	
	
	
	
	

	
	②
	年度
～
年度
	様式３－４②
のとおり
	
	
	
	
	
	
	

	
	③
	年度
～
年度
	様式３－４③
のとおり
	
	
	
	
	
	
	

	（２）
	①
	年度
～
年度
	様式３－４④
のとおり
	
	
	
	
	
	
	

	
	②
	年度
～
年度
	様式３－４⑤
のとおり
	
	
	
	
	
	
	

	
	③
	年度
～
年度
	様式３－４⑥
のとおり
	
	
	
	
	
	
	


※表の大きさは必要に応じて調整すること。
※１：大項目については、（１）技術等の開発プロセス、（２）実証プロセスを基本にして記載すること。
※２：中項目については、大項目で記載した各プロセスにおける具体の開発工程、実証工程をその妥当性が確認可能な程度で記載すること。

様式３－３
【実用化に向けたロードマップ②（例）】
	技術開発項目等
	○年度
	○年度
	○年度

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	






（１）××に関する技術開発








（２）△△に関する実証





	補助事業期間
●●に関するアルゴリズムの開発
△△の部品の開発
○○の部品の開発
■■のシステム設計
××に関するデータ整備

	予備実験
実証準備
・○○の試作
・被験者の募集
○○の製作
□□アプリの開発
実証方法の詳細設計

	○○の実証実験
実験結果解析
実用化



（注）・実用化に向けたプロセスについて、様式３－２の「大項目」に記載した内容をもとに、可能な限り具体的に記載すること。
・補助事業期間中の内容を記載すること。
・実用化の目標年度（目途）を必ず記載すること。


様式３－４①
【各開発工程・実証工程における実施方法】
	開発工程・実証工程
	大項目
	

	
	中項目
	

	実施する内容と、それによって得られることを想定している結果や成果を具体的に記述すること。（複数年度で実施する場合、年度ごとに分けて記述すること。）



当該開発工程において、該当のものに✔を記入すること。
有りの場合は下記の表に内容、理由等を記入すること。

設備備品の購入：　　□有り　　□無し
業務委託の有無：　　□有り　　□無し




（設備備品を購入有りの場合）
	購入する設備備品名
	購入予定額
	購入しなければならない理由（リースできない理由）

	
	千円
	



（業務委託有りの場合）
	委託業務の内容
	委託しなければならない理由

	
	



※表の大きさ、行数は必要に応じて調整すること。
※様式３－２の開発工程（中項目）ごとに1枚程度で作成すること。様式３－２の開発工程（中項目）数に応じて本様式をコピーして追加すること。

様式４
【生産性向上の効果と実証方法】
（１）開発・実証しようとする新技術・サービスが生産性向上に資する効果について、その算出根拠も含めて定量的に記載すること。
	


※表の大きさは必要に応じて調整すること。

（２）（１）で記載した効果について、その実証方法を記載すること。
	


※表の大きさは必要に応じて調整すること
様式５
【市場化に向けた取組】
（１）市場化の方法
実用化された新技術・サービスの市場化・普及に向けて、どのように取り組むのか、その具体的な方法、戦略、目標スケジュール等を記載すること。
	


※表の大きさは必要に応じて調整すること


（２）市場化・普及に向けた課題
規制・基準への適合や低コスト化等、市場化のために解決しなければならないことが想定される課題の有無とその内容を記載すること。また併せて、本事業における課題の解決に向けた取組内容を記載すること。
	


※表の大きさは必要に応じて調整すること


（３）成果の取扱い
開発された新技術・サービスの成果を利活用することのできる企業等の範囲及びその条件について、次のいずれかに✔を記入のうえ、その具体的な内容を記載すること。
	□ 特定の企業・グループに属するものに限らず同じ条件で利活用可能
□ 特定の企業・グループに属するものが優先的に利活用可能
□ 特定の企業・グループに属するもののみが利活用可能

	
【利活用できる企業の範囲とその条件の具体的内容】
〈例〉
・本事業によって得られた成果は、その利用者を限定することなく、広く一般の利用に供する予定である。
・本事業によって得られた〈新技術・サービス〉についての使用許諾は、○○に所属する会員事業者（○社）に対して、○○円程度の使用料によりその利用を許諾する予定である。



※表の大きさは必要に応じて調整すること


様式６

【事業計画の変更の有無】※継続提案の場合のみご提出ください。

過年度からの継続事業について、当初の提案申請内容からの変更の有無について記載すること。
	①技術開発の実施計画の変更

※必要経費、実施時期、実施方法等について記載
	□なし　□あり（以下について記載）

	
	変更内容
※該当箇所を様式番号で明示してください。

	
	変更理由


	②実用化・市場化の計画の変更
	□なし　□あり（以下について記載）

	
	変更内容
※該当箇所を様式番号で明示してください。

	
	変更理由





様式７


従業員への賃金引き上げ計画の表明書


当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすること
を表明いたします。
従業員と合意したことを表明いたします。

令和　年　　月　　日
株式会社○○○○
（住所を記載）
代表者氏名　○○　○○




上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。

令和　年　　月　　日
株式会社○○○○
従業員代表　　　　　　　　　　　　　氏名　○○　○○
給与又は経理担当者　　　　　　　　　氏名　○○　○○




令和４年度　住宅・建築生産性向上促進事業
（うち、住宅生産技術イノベーション促進事業）

補助事業者等に関する確認書

下記１.～３.の各項目について、該当する項目にチェックを入れてください。


１．本補助事業において、以下の（１）～（３）の関係にある会社から行う調達の
有無。
（１）１００％同一の資本に属するグループ会社
（２）補助事業者の関係会社（財務諸表等規則第８条第８項で定めるもの。上記（１）を除く。）
（３）補助を受ける者（法人の場合にあっては、その役員）が役員に就任している会社

（１）～（３）の関係にある会社からの調達は一切ない。　☐
（１）～（３）の関係にある会社からの調達がある。　　　☐

	
（１）～（３）の関係にある会社からの調達がある場合には、価格の妥当性を確認するため、３者以上からの見積り結果の添付を求めます。
　また、本確認書に虚偽の記載をし、記載内容が事実と相違していることが発覚した場合は、補助金の全額返還を求めることがあります。




　
２．平成３１年度以降に国土交通省住宅局が所轄する他の補助事業において補助金返還命令を受けたこと。
該当無し　☐　　　　該当有り　☐

３．暴力団又は暴力団員であること、及び暴力団又は暴力団員と不適切な関係にあること。
該当無し　☐　　　　該当有り　☐

なお、２．３．において該当のある事業者は、原則として補助金の申請をすることができません。


年　 月　 日

応募提案名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


構成員名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

